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若者は、どこに行くのか 





目的 

弘前の若年層（20代－30代）の地域移動
の実態を把握する。 

 どれくらいの若者が 

 どこに行くのか 

 どこから来ているのか 

 

地域の持続可能性の観点から、若年層の
定着に向けた政策課題を検討する。 



方法 

国勢調査の個票データ分析 

（平成12年度） 

 

住民票移動時のアンケート分析 

 

高等学校進路指導担当教員へのヒアリン
グ調査 



1.1 若年層の移動実態 

年齢階級 常住者 転入 転出 差 
15～19歳時と 
20～24歳時の比較 10,236 3,634 3,099 + 535 
20～24歳時と 
25～29歳時の比較 8,953 1,823 3,490 △1,667 
25～29歳時と 
30～34歳時の比較 10,095 1,850 2,017 △ 167 

平成22年国勢調査結果にもとづく弘前市の人口増減 

【参考１】弘前市全体では、常住者183,473名転入者16,594名、転出者
16,833名であり、人口は239名減 
【参考２】国勢調査では、幅広い年齢時点の転出入が混在している。 



1.2 若年層の1年間の移動実態 

年齢階級 転入 転出 差 

10代後半合計 464 516 △ 52 

20代前半合計 653 1121 △ 468 

20代後半合計 570 732 △ 162 

平成25年度 弘前市住民票移動時アンケート調査より 



2.1. 転出の概況 
弘前在住の15～19歳の若者が、
5年後どこに住んでいるか 

弘前在住の20～24歳の若者が、
5年後どこに住んでいるか 

高卒時移動 大卒時移動 

N=13080  N=13090 (平成12年度調査) 



2.1. 転出の概況 
弘前在住の15～19歳の若者が、
5年後どこに住んでいるか 

弘前在住の20～24歳の若者が、
5年後どこに住んでいるか 

高卒時移動 大卒時移動 

N=13080  N=13090 (平成12年度調査) 



2.2. サービス業 
弘前在住の15～19歳の若者が、
5年後どこに住んでいるか 

弘前在住の20～24歳の若者が、
5年後どこに住んでいるか 

高卒時移動 大卒時移動 

N=3290 N=4050(平成12年度調査) 



2.3. 公務員 
弘前在住の15～19歳の若者が、
5年後どこに住んでいるか 

弘前在住の20～24歳の若者が、
5年後どこに住んでいるか 

高卒時移動 大卒時移動 

N=480 N=660(平成12年度調査) 



2.4. 完全失業者 
弘前在住の15～19歳の若者が、
5年後どこに住んでいるか 

弘前在住の20～24歳の若者が、
5年後どこに住んでいるか 

高卒時移動 大卒時移動 

N=1020 N=750(平成12年度調査) 



2.5. 通学者 
弘前在住の15～19歳の若者が、
5年後どこに住んでいるか 

高卒時移動 

N=1020 N=750(平成12年度調査) 



2.6. 転入の概況 

弘前在住の20～24歳の若者が、
5年前にどこに住んでいたか 

弘前在住の25～29歳の若者が、
5年前にどこに住んでいたか 

高卒時移動 大卒時移動 

N=13320  N=11260(平成12年度調査) 



2.7. 転入者の労働力状態 

転入者が多く就いている職種 
 卸・小売業 （全2120人中、転入者19％、10代後） 

 サービス業 （全2480人中、転入者11％、10代後） 

とくに転入者が占める割合が多いもの 
 通学者  （全3720人中、転入者52％、10代後） 

完全失業者の比率は、現住所のままの人
の中で、 20代前半11%、20代後半8%と、
高くなっている。 

→ 現住所のままの人の失業率が高い 



まとめ 

弘前市の若年層のうち、約8割が地元に残
り、約2割が地元を離れている。 

転出者の行く先は、北海道・東北≧関東圏 

とくに大卒時移動では、北海道・東北への
移動が多い（転出者のうち約6割）。 

弘前市の若年層のうち、1割～2割が、他県
から転入。 

自宅にとどまり続ける若年層の方が、完全
失業者の割合が高い。 



検討①  地元に「戻る」若年層 
 

 弘前の周辺道県（北海道・東北）から進学に
よって弘前に移動してきた若年層が、彼・彼
女らの地元に戻って就職している、というの
が、大卒時移動の実像に近い。 

   ↓ 

 地元志向の強い北海道・東北地方出身進学者
に対する弘前定住施策は、効果が薄いのでは
ないか。 

 ただし、大学進学者の出身地構成が大都市圏
にシフトすれば、その限りではない。 





北海道・東北圏 



検討② 地元に「残る」若年層 

現住所のままの人の失業率が高い。 

  ↓ 

「転出先で失業し出身地に帰る」若年層
は、それほど多くないかもしれない。 

学歴や収入が低い若年層が残りがちでは
ないか。 

地元在住を続ける層にターゲットを絞っ
た支援策を考えることが重要ではないか。 



検討③ 「チャネル」の確保 

 高卒時就職・大学進学では、関東圏への転出
も比較的多い。 

 進路指導の場面でも、若年者が東京に移動す
ることは問題視されていない。 

 

 現在の就職・就学機会の地域間格差を前提と
すると、学歴・資格の向上策は、むしろ大都
市圏への流出につながるかもしれない。 
 

 外の世界とのチャネルの確保 
 大都市圏から人を呼び込む政策の可能性。 



御静聴ありがとうございました。 


